
 ５－１　学校教育の充実

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

31,548 31,328 30,159 31,131 29 29 26 26 11,800 11,690 11,364 11,310

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 29 29 26 11,282 11,121 10,840

30,914 30,700 29,537 30,512

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

634 628 622 619 100.0% 100.0% 100.0% 95.6% 95.1% 95.4%

(0.08人) (0.08人) (0.08人) (0.08人)

№ 事務事業名 事業実施課

事
業
区
分

事　　業　　概　　要

○事業開始年度：昭和28年度(高等学校)　昭和58年度(専修学校等)

財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 主な成果指標

補助件数

（単位：件）

生徒数

（単位：人）

23年度 24年度
評価理由

Ａ

継続

私立学校等の教職員の研修や教材
等の助成をすることにより、教職員
の資質向上や教材等の充実が図ら
れ、私立学校等の振興に寄与するこ
とから、必要な事業である。

二
次
評
価
結
果

25年度 26年度 指標名 23年度 24年度 25年度

Ａ

一
次
評
価
結
果

26年度26年度 指標名 23年度 24年度 25年度

【概　 要】毎年度の4月1日現在において本市内に私立学校等を設
置する学校法人等に対し、教職員の研修や教材等の充実のために
助成することにより、教職員の資質向上及び教材の充実を通じて私
立学校等の振興に寄与する。
【対象者】学校法人、準学校法人
【具体的な活動内容】市内の私立高等学校または学校法人立や準
学校法人立の専修学校・各種学校への助成
・対象経費
　　教職員の研究費及び研修費、研究材料費及び教材費
・対象校（平成26年4月1日現在）
　　私立高等学校：9校、専修学校等：17校
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